
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

管理企画指導室 
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管理企画指導室の取り組み 

総  括 

（１）下水道の持続的な経営について 

１）下水道経営の現状・課題 

２）経営健全化サイクルの構築に向けた取組の推進 

３）その他（経営改善に関連して） 
 

（２）下水道分野におけるコンセッションを含む PPP/PFI の推進について 

１）現状及び国土交通省の取組（全般） 

２）下水処理場等の包括的民間委託 

３）管路施設の包括的民間委託 

４）ＰＦＩ（従来型）・ＤＢＯ方式 

５）コンセッション方式 

６）民間収益施設併設事業による下水道用地の活用 

  

（３）下水道の適切な維持管理について 

１）維持管理事故への対応 

２）除害施設に係る課税標準の特例措置（固定資産税）の延長 
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出典：地方公営企業年鑑（総務省）をもとに作成 
※公共下水道事業（特環、特公を含む）を対象としている。 
※平成 26 年度以降の経費回収率は、補助金等を財源とした償却資産に係る減価償却費等を控除している。 
※グラフ中、経費回収率 100％以上の事業数の（ ）内の数字は、全事業数における割合を示している。 

策定済
1,892
97%

取組中

46
2%

未着手

17

1%
n=1,955

（１）下水道の持続的な経営について 

１）下水道経営の現状・課題 

 近年、下水道経営の状況は全体的に改善傾向にあるが、3/4 の事業では、使

用料で回収すべき汚水処理に要する費用単価（汚水処理原価）が使用料単価

を上回る「原価割れ」の状態。 

 費用構造に比べ基本使用料割合が低く、人口減少の進行等により、下水道サ

ービスの維持が困難となるおそれがある。 

 今後、人口減少等に伴う収入の減少や老朽化施設の増大等により、厳しい経

営環境になることが想定される中、将来に渡って下水道サービスを維持する

ためには、経営に関する的確な現状把握や中長期的な経営の基本計画である

経営戦略の策定、定期検証に基づく収支構造の適正化を推進する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■経費回収率の推移 

■使用料収入に占める基本使用料割合 ■経営戦略の策定状況（R3.3.31 時点） 

（出典）「下水道使用料に関する実態調査」（R1.10 月 国土交通省） 
※「下水道使用料に関する実態調査」の回答 1,574 件のうち、使用料 

 については有効回答 1,007 件の平均値を算出しており、費用につ 
いては有効回答 906 件の平均値を算出している。 

※変動費は、動力費、薬品費及び修繕費の 50％としている。 

（出典）「公営企業の経営戦略等の策定状況等 
（令和 3 年 3 月 31 日時点）」をもとに作成 
（注）公共下水道、特定環境保全公共下水道、特定

公共下水道、流域下水道を対象 
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中期収支見通しの策定・公表
期間収支目標の設定／ロードマップ公表

使用料算定期間

中期収支見通しの改定・公表
期間収支目標の設定／ロードマップ公表

使用料算定期間

１０年程度

１０年程度３～５年程度

３～５年程度

使用料算定期間の経過に伴い、
① 実績を踏まえ、収支構造改善の要否を検証・見直し
② 見直した収支構造に基づき、中期収支見通しを改定
③ 新たに収支目標を設定し、ロードマップも改めて策定検証・見直し

【経営健全化サイクルのイメージ】

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】「人口減少下における維持管理時代の下水道経営のあり方検討会」報告書 

（令和２年７月） 

   ○昨今の厳しい経営環境を踏まえ、今後目指すべき下水道事業経営の方向性

と国等による支援等のあり方について以下の提言がなされている。 

(１) 経営状況の「見える化」等による住民理解の促進 

・ 経営戦略の策定・改定を通じた経営状況の「見える化」 等 

(２) 下水道管理者による経営努力の徹底 

 ・ 新技術の導入、広域化・共同化、官民連携等による費用低減 等 

 (３) 中長期的な観点からの適切な収支構造への見直し等  

 ・ 経営健全化（定期的な収支構造の検証・見直し）サイクルの構築 等 

    ○報告書では、「現下の経済情勢や市民生活及び経済活動に与える影響等にも

十分に配慮しつつ、収支構造の見直しの検討を不断に進めることが求められ

る」と記されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000646.html 

２）経営健全化サイクルの構築に向けた取組の推進 

（ⅰ）社会資本整備総合交付金等の交付要件化 

 
（出典）「公営企業会計適用の取組状況（令和３年４月１日時点）」（総務省）をもとに作成
（注１）その他下水道事業については、農業集落排水施設事業、漁業集落排水施設事業、林業集落排水施設事業、 簡易排水施設事業、
　　　　小規模集合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業及び個別排水処理施設事業を実施している団体を対象。
（注２）人口３万人未満については、公共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を含む。）、流域下水道事
　　　　業、農業集落排水施設事業、漁業集落排水施設事業、林業集落排水施設事業、 簡易排水施設事業、小規模集合排水処理施設
　　　　事業、特定地域生活排水処理施設事業及び個別排水処理施設事業を実施している団体を対象。
（注３）本調査は、都道府県及び市区町村（一部事務組合を含む。）を対象。
（注４）「統合・廃止確定等」は、地方債の償還のみの事業（想定企業会計）を含む。

（単位　事業）

団体数 ％ 団体数 ％ 団体数 ％ 団体数 ％ 団体数 ％ 団体数 ％

①適用済 1,154 (99.9%) 1,154 (99.9%) 540 (71.4%) 542 (72.5%) 398 (24.6%) 421 (26.0%)

②適用に取組中 1 (0.1%) 1 (0.1%) 58 (7.7%) 109 (14.6%) 703 (43.4%) 1,044 (64.6%)

小計 1,155 (100.0%) 1,155 (100.0%) 598 (79.1%) 651 (87.0%) 1,101 (68.0%) 1,465 (90.6%)

③検討中 0 (0.0%) 0 (0.0%) 121 (16.0%) 85 (11.4%) 475 (29.4%) 138 (8.5%)

④検討未着手 0 (0.0%) 0 (0.0%) 37 (4.9%) 12 (1.6%) 42 (2.6%) 14 (0.9%)

合計 1,155 (100.0%) 1,155 (100.0%) 756 (100.0%) 748 (100.0%) 1,618 (100.0%) 1,617 (100.0%)

（参考）合計
（統合・廃止確定等を含む）

1,182 ‐ 1,182 ‐ 789 ‐ 786 ‐ 1,634 ‐ 1,633 ‐

R3.4.1時点 R2.4.1時点 R3.4.1時点

 

人口３万人以上 人口３万人未満　※２

公共下水道事業及び流域下水道事業 その他の下水道事業※１ 下水道事業

R2.4.1時点 R3.4.1時点 R2.4.1時点

■下水道事業における公営企業会計適用の取組状況(R3.4.1 時点) 
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 国土交通省では、下水道事業における経営健全化サイクルの構築を推進す

るため、社会資本整備総合交付金等の活用に際し、以下の要件をに留意さ

れたい。 

・人口３万人未満の地方公共団体においては、令和６年度以降の予算・決算 

が公営企業会計に基づくものに移行していること(R２年度交付要件化) 

・公営企業会計を適用済の地方公共団体において、少なくとも５年に１回の

頻度で、下水道使用料の改定の必要性に関する検証を行い、経費回収率の

向上に向けたロードマップを策定し、国土交通省に提出すること(R２年度

交付要件化) 

 

（ⅱ）国土交通省による取組支援 

   国土交通省では、各団体の経営健全化に向けた取組を支援するため、以下

の取組を行っているところ。 

 

    ○ 下水道事業経営セミナーの開催 

 下水道経営を担当する者を対象に令和 3年 7月、令和 4年 2月にオンラ

インにてセミナーを開催。 

 国等からの情報提供、優良団体の事例発表、グループディスカッション

を行い多くの団体が参加。 

令和 3年 7月：180 団体、約 210 名 

令和 4年 2月：196 団体、約 235 名 

 セミナーの資料や質疑応答等は下水道全国データベースにて公表。 

 今後も、同様の場を継続的に設ける予定であるため、都道府県におかれ

ては、積極的な参加並びに管内の市町村に対する積極的な参加の働き掛

けや情報・発表事例の共有をお願いしたい。 

 

○ 経営健全化に取り組む中小団体の優良事例集の提供 

 ノウハウや人員の不足が深刻化している小規模団体の経営健全化を推

進するため、実務的な参考資料として活用できるよう、過去 10 年におい

て段階的に収支構造の改善がなされている中小規模の地方公共団体を

抽出し、収支構造改善の取組内容や実現できた理由・背景等について、

優良事例集を作成。（令和 3年 6月に下水道全国データベースにて公表） 

また、既に経費回収率 100％を達成している中小規模の地方公共団体を

抽出し、経費回収率 100％を達成するまでに取り組んだ経営健全化策等

や実現できた理由・背景等について、優良事例集を作成。（令和 4年 4月

に下水道全国データベースにて公表予定） 

 

○経営状況の見える化（経営情報比較ツール）について 

 他団体との比較を通じ、経営状況を客観的に把握し、収支構造の適正化

を図る際の参考となるよう、汚水処理原価や使用料単価等の代表的な経

営指標を類似団体区分毎に一覧化し国土交通省 HP にて公表している。 

【参考】 

   https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/mizukokudo_sewerage_tk_000574.html 
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（ⅲ）都道府県による管内市町村の経営健全化支援のお願い 

 中小規模の団体は、特に人員の確保やノウハウの蓄積等の面で執行体制が

脆弱であるため、各都道府県におかれては、広域連携に関する体制の構築

や先進事例の紹介、下水道経営に精通した人材の紹介、各種情報提供など、

管内の各下水道事業の経営健全化の取組について、具体的かつ積極的な支

援に取り組んでいただきたい。 

 例えば、使用料算定期間経過時の検証業務等を都道府県が取りまとめ、共

同で発注することなども有効と考えられるので検討いただきたい。 
 

３）その他（経営改善に関連して） 

（ⅰ）下水道使用料等の適切な徴収等 

 従前から無届工事や職員の事務処理ミス等により下水道使用料や受益者

負担金等の徴収漏れや誤徴収、過大徴収等の事案が発生しており、昨年度

においても徴収漏れ等が報道されているところ。 

 下水道使用料等の適切な徴収を行うことは、負担の公平性の確保や下水道

経営改善の観点から極めて重要であることから、再度、その徹底をお願い

する。 

 都道府県におかれては、管内市町村に対して、使用料賦課徴収漏れ等につ

き、同様の事案の未然防止に努めるよう注意喚起をしていただくとともに、

今後下水道使用料の誤徴収等の事案が判明した際には、速やかに国へ情報

提供いただくよう、改めて周知をお願いする。 
 

【参考】 

a.使用料の徴収漏れ・誤徴収事案の類型（平成 25 年度～令和 3年度）（注１） 
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30

81

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

過小徴収

過大徴収

誤徴収

徴収漏れ

件数

事案の類型（重複あり）

7
39

67
41

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

算定ミス

不適切処理

無届工事等

件数

理由（重複あり）

（注４）

（注５）

（注６）

（注３）

（注３）

徴収可能額

（注２）

64億円

徴収不能額（時効成立）

18億円

22%

徴収漏れ・誤徴収金額 n=170
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（注１）平成２５年度～令和３年度に発覚したもので、報告、報道等により国土交通省が把握している事案を対象。  
（注２）対象の１７０件のうち、徴収可・不可（時効成立した額）の不明なものは「徴収可能額」に計上している。 
（注３）徴収漏れ・誤徴収金額が発生した事案１７０件のうち、類型や理由が明らかなものを記載しているため、合計数は 
    全体件数と一致しない     
（注４）「過大徴収」 「過小徴収」の区分が不明なものは、「誤徴収」に計上している。 
（注５）類型の「その他」は、データの入れ替わり（第 3 者の使用量により使用料を賦課）、過去に判明し徴収漏れの処理 
    を怠っていた、滞納を不適切に放置  等 
（注６）理由の「その他」は、請求書の未発送、規定に基づかない減免処分、汚水管を雨水管に誤接続（検査が適正に行 
    われていなかった） 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

b.再発防止策 

 不適切事案の多くは、下水道の接続時に適正な手続が行われなかったこ

と、書類上と実態との相違が生じていたことを把握していなかったことに

起因。 

 届出・申請等の周知徹底（使用者、業者） 

 届出内容及び料金システム入力等の確認強化 

 定期的な現地確認の実施 

 関係部局（建築審査、都市計画、農林等）との連携 

 

 

（ⅱ）共有私道における排水設備の円滑な設置等の促進に関する事例勉強会と

りまとめ」の公表について 

 共有私道における排水設備の円滑な設置等の促進のため、有識者、法

曹、下水道管理者等で構成する「共有私道における排水設備の円滑な設

置等の促進に関する事例勉強会」を設置し、今般、勉強会の取りまとめ

が行われ、公表されたところ。
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/kyouyushidou.html 

 本とりまとめでは、共有私道における排水設備の設置等の際に同意を求

める私道共有者の範囲や押印等の本人確認手続き等について、関係法令

や実例を整理しつつ、制度・運用の見直しの方向性等が示された。 

 所有者不明のため共有私道への排水設備設置の同意が得られない等の支

障は、今後の所有者不明土地の増大等の状況を踏まえるとどの自治体で

も起こりうる課題である一方、排水設備の設置が促進されることにより

下水道経営の健全化や公衆衛生の向上等が図られ、土地取引の円滑化に

も資するもの。 

 各団体におかれては、本とりまとめを踏まえ、個々の状況に応じて以下

の制度・運用の見直しを行うなど課題解決に向けた積極的な対応につい

てお願いしたい。 

 

【制度・運用見直しの方向性】 
＜同意を求める私道共有者の範囲や根拠＞ 

民法の共有に関する規定や下水道法第 10 条、11 条の規定は、共有私道 

における排水設備設置等について、共同所有型私道、相互持合型私道のいず

れも全員同意を求める趣旨ではないことから、 
排水設備設置届出： 
共同所有型 … 民法の規定を参考に「持分価格の過半数」等を基準に、同意

を求める者の範囲を見直してはどうか。※「単独」＝同意不要

53



の場合もある。 
相互持合型 … 下水道法第 11 条の排水に関する受忍義務が適用されること

から、法令上同意は不要だが、住民間トラブル回避といった実

態上の配慮を踏まえ、「所在等不明共有者を除外」等を基準に、

同意を求める者の範囲を見直してはどうか。 
  
    自治体による設置支援： 
    支援の目的（排水設備設置等の促進）や、支援の効果（使用料収入の増加

等）を踏まえ、排水設備設置届出の考え方を参考に見直してはどうか。 
 

私道共有者の同意書添付の根拠： 
    手続内容の明確化の観点から、様式等の書類に明記するよう見直してはど

うか。 
 

＜本人確認手続としての押印や根拠＞ 
    地方公共団体における押印見直しマニュアル（令和２年内閣府）を参考に

各行政手続において押印を求める趣旨の合理性を判断すべきであるため、 
認印の押印： 

   手続見直し団体の例により、「認印の廃止」、「自署又は記名押印の選択制」

等に見直してはどうか。 
 

印鑑登録証明書による印鑑照合を行わない実印による押印： 
   印鑑登録証明書による印鑑照合を行わない実印による押印の効果は限定的

であることをから、 
排水設備設置 
届出 

… 土地所有者等の責により各書類提出するという制度趣旨に鑑

み、実印不要に見直してはどうか。 
自治体による 
設置支援 

… 自治体と土地所有者との関係によるものの、実印を求めずと

も多くの自治体で制度は成立しているため、行政手続の合理性

等に鑑み、実印不要に見直してはどうか。 
 

本人確認手続きを求める根拠： 
手続内容の明確化の観点から、様式等の書類に明記するよう見直してはどう

か。 
 

 

（ⅲ）下水道使用料改定シミュレーションソフトの作成について 

(公社)日本下水道協会は、使用料改定を行う自治体を支援するため「（仮）

使用料改定シミュレーションソフト」の作成を予定。（令和４年度公表予定） 



（２）下水道分野におけるコンセッション方式を含む

PPP/PFI の推進について 

 

１）現状及び国土交通省の取組（全般） 

① PPP/PFI 導入に対する政府の取組 

 PPP/PFI については、政府全体として取組を推進中。 

 下水道施設等の効率的・効果的な整備・運営、公的負担の抑制や民間の新

たなビジネス機会の創出を図るために、コンセッション方式を含む多様

な官民連携手法の積極的な導入を期待。 

 下水道分野におけるコンセッション事業の推進については、「経済財政運

営と改革の基本方針 2021」や「成長戦略フォローアップ」といった閣議

決定された計画においても言及。 

 また、内閣総理大臣を会長とする民間資金等活用事業推進会議が定めた

「PPP/PFI 推進アクションプラン（令和３年改定版）」においても、下水

道分野におけるコンセッション方式の導入促進のための目標等を制定。 
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② 下水道事業における PPP/PFI 事業の実施状況 

 管路施設や下水処理場の管理については９割以上が民間委託を導入済み。

このうち、施設の運転管理・巡視・点検・調査・清掃・修繕・薬品燃料調

達などを一括して複数年にわたり民間に委ねる包括的民間委託は、令和

３年４月時点において、処理施設で 551 施設、管路で 45 契約導入されて

おり、近年増加中 

 下水汚泥を利用してガス発電や固形燃料化等を行う事業を中心にPFI（従

来型）・DBO 方式は、令和３年４月時点において、38 施設で実施中。 

 PFI（コンセッション方式）については、平成 30 年４月に浜松市、令和

２年４月に須崎市、令和４年４月に宮城県でそれぞれ事業が開始された。

また、令和３年７月に神奈川県三浦市が事業者選定手続きを開始し、事業

開始に向けて手続きを進めている。 
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③ 国土交通省における PPP/PFI 導入に対する取組 

 国土交通省では、各種ガイドラインの整備、案件形成に向けた情報・ノウ

ハウの共有や財政的支援を通じて PPP/PFI 導入に対する支援を実施中。 

 地方公共団体においては、各支援策を活用しつつ、地域の実情に応じた導

入検討の推進を期待。 

 
 

（ⅰ）下水道における新たなPPP/PFI事業の促進に向けた検討会（PPP/PFI検討会） 

 平成 27 年度より、多様な PPP/PFI 手法の導入に向けた方策やノウハウ

等を検討・共有するため実施。 

 令和４年２月末時点で 266 の地方公共団体とオブザーバーとして日本下

水道協会、日本下水道事業団や民間資金等活用事業推進機構、日本政策投

資銀行が参画。令和元年度までの実績として全都道府県が参加。 

 令和４年度も開催予定。地方公共団体の積極的な参加を期待。 

 都道府県におかれては、PPP/PFI 事業の周知・促進のため、本検討会に

引き続き参加いただき、管内の市町村に対する検討会出席の働きかけや

情報・発表事例の共有をお願いしたい。 
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（ⅱ）下水道における新たな PPP/PFI 事業の促進に向けた検討会民間セクター

分科会 

 平成 29 年度より、民間企業の視点で PPP/PFI 手法の導入に向けた課題

等を検討するため民間セクター分科会を設置。 

 令和３年度末までに５回開催。令和４年度も開催予定。 

 
（ⅲ）人口 20 万人以上の地方公共団体における、社会資本整備総合交付金等を

活用するための要件 

 一定規模以上の改築を行う場合は、コンセッション方式の導入について、

検討又は検討スケジュールの明確化が要件。検討の結果、直ちに導入しな

い場合でも、その理由を明確にするなど、十分な検討を行うこと。 

 一定規模以上の汚泥利活用施設（消化ガス発電施設、固形燃料化施設、肥

料化施設等）の新設を行う場合は、原則として PPP/PFI 手法（コンセッ

ション、PFI、DBO、DB 等）を導入すること。 
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２）下水処理場等の包括的民間委託 

① 下水処理場等の包括的民間委託の概要 

 国土交通省は、維持管理の質を確保しつつ効率性を実現するための有効

な方策の一つとして、包括的民間委託を推進している。 

 下水処理場等の包括的民間委託は「性能発注方式であること」、「複数年契

約であること」が基本的な要素。 

 性能発注方式とは、民間事業者が施設を適切に運転し、一定の性能（パフ

ォーマンス）を発揮することができるのであれば、施設の運転方法の詳細

等については民間事業者の自由裁量に任せる委託契約方式。 

 主要な業務である下水処理場の運転、保守点検に加え、清掃、建物管理等、

ユーティリティの調達、補修などの業務を含めることが一般的。 

 

② 下水処理場の包括的民間委託の導入状況 

 下水処理場の包括的民間委託の処理場数は年々増加傾向。 

 修繕を含むレベル 2.5 以上が 75％以上。 

  
 

③ 下水処理場等の包括的民間委託導入に対する取組 

（ⅰ）処理場等包括的民間委託導入ガイドライン 

 導入促進に向けて、平成 15 年 12 月に「包括的民間委託導入マニュアル

（案）」、平成 20 年６月に「包括的民間委託等実施運営マニュアル（案）」

（（公社）日本下水道協会）が発行されてきた。 
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 新たに導入する団体や２期目以降の契約更新の増加を見据え、令和２年

６月、それらに係る考え方や留意点、事例などの記載内容を充実する形

で、「処理場等包括的民間委託導入ガイドライン」が発行された。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）処理場等包括的民間委託導入ガイドライン【概要版】（（公社）日本下水道協会） 

 

（ⅱ）処理場等包括的民間委託の履行監視・評価に関するガイドライン 

 性能発注である包括的民間委託において、「履行監視・評価」は効率的・

効果的な維持管理という目的を達成するための最重要事項であることか

ら、平成 30 年 12 月に「処理場等包括的民間委託の履行監視・評価に関

するガイドライン」が発行された（（公社）日本下水道協会）。 

 本ガイドラインでは、先進都市の事例を踏まえて、履行監視・評価の基本

的な考え方、手順及び方法が掲載されている。 
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（出典）処理場等包括的民間委託の履行監視・評価に関するガイドライン【概要版】（（公社）日本下水道協会） 

 

④ 下水処理場等の包括的民間委託に係る適切な対応 

 下水処理場等の包括的民間委託については、従来より、「処理場等包括的

民間委託導入ガイドライン」（令和 2 年 6 月、（公社）日本下水道協会）

の標準契約モデルも参考に、各地方公共団体において、適切に実施される

よう必要な措置が図られているものと思料している。 

 ユーティリティ調達価格等の高騰等の変動に対応するため、下水処理場

等の包括的民間委託においては、いわゆるインフレスライド条項（上記標

準契約モデル第 26 条）を適切に設定するとともに、受注者からの申し出

に応じて適切な対応を図られたい。 
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３）管路施設の包括的民間委託 

① 管路施設の包括的民間委託の概要 

 管路施設の維持管理を計画的に行い、下水道施設の保全及び機能の確保、

事故等の防止を目的とした予防保全型維持管理への早期転換が求められ

ており、その手段として、民間リソースを活用した包括的民間委託の導入

が有効。 

 業務範囲については、巡視・点検、調査、清掃等の限定的な業務をパッケ

ージ化する事例から、計画的業務全般を含めた事例、改築を含めた事例ま

で、幅広く実施。基本的に仕様発注で実施されているが、努力目標等とし

て成果指標を設定している例も存在。 

 複数の業務をパッケージ化し、複数業務として発注することにより、職員

の事務負担の軽減、業務の効率化等が期待されるほか、計画的業務をまと

めて発注することで効率的な問題箇所の抽出と清掃・修繕等の迅速化・適

正化が図れることに加え、住民対応等業務をパッケージ化することで迅

速な対応が可能となり住民満足度が向上することも期待。 

 先進自治体では、管路施設の包括的民間委託を通じて、下水道管路施設情

報の再整理、台帳情報の電子化、点検記録等の維持管理情報の入力・台帳

情報との紐付け、将来の更新需要の分析まで行うなど、適切なストックマ

ネジメントを実現しており、都道府県におかれては、管内市町村ととも

に、積極的に導入を検討いただきたい。 

 
（出典）下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン 
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② 管路施設の包括的民間委託の導入状況 

 令和３年４月時点で、33 団体 45 契約導入されているが、処理場包括的

民間委託と比較すると、管路包括的民間委託は事例が限られているのが

現状。 

 

 
 
③ 管路施設の包括的民間委託導入に対する取組 

（ⅰ）下水道管路施設の管理業務における包括的民間委託導入ガイドライン 

 導入促進に向けて、平成 26 年３月に「下水道管路施設の管理業務におけ

る包括的民間委託導入ガイドライン」を発行。 

 地方公共団体、特に執行体制が脆弱な中小都市が、地域の実情に応じて包

括的民間委託の導入が円滑に行えるよう、既往の導入事例を踏まえて、令

和２年３月にガイドラインを改正した。 

 本ガイドラインについては、下水道部ホームページで公開しており、参考

とされたい。 
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４）PFI（従来型）・DBO 方式 

① PFI（従来型）・DBO 方式の概要 

 PFI（従来型）：民間が資金調達し、設計、建設、運営を民間が一体的に

実施する方式（コンセッション方式を除く）。 

・SPC の収入の源泉等の違いに基づいた分類 

 サービス購入型：公共部門は SPC が受益者に提供する公共サービス

に応じた対価（サービス購入料）を支払う。 

 混合型：SPC のコストは公共部門から支払われるサービス購入料と

利用料金収入等により回収。 

 独立採算型：SPC のコストは利用料金収入等により回収。公共部門か

らのサービス購入料の支払いはなし。 

※SPC のコスト：SPC が自ら調達した資金により施設の設計・建設・

維持管理・運営を行うのにかかるもの 
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・事業期間中の施設の所有権や事業内容等による分類 

 BTO 方式：SPC が対象施設を設計・建設し、完工直後に公共部門に

施設所有権を移転後、施設の維持管理及び運営。 

 BOT 方式：SPC が対象施設を設計・建設し、完工直後も対象施設を

所有したまま維持管理及び運営を行い、事業終了後に公共部門に施設

所有権を移転。 

※このほか BOO 方式、RO 方式、RTO 方式等 

 DBO 方式：公共が資金を調達し、設計、建設、運営を民間が一体的に実

施する方式。設計・建設の対価は、施設の引渡しまでに支払うことが一般

的。 

 

② 下水道における PFI（従来型）・DBO 方式の導入状況 

 下水汚泥の有効利用事業を中心に PFI（従来型）は 11 件、DBO 方式は

27 件実施中。なお、DBO 方式については、下水処理場やポンプ場におい

ても実施。 
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５）コンセッション方式 

① コンセッション方式の概要 

 公共施設等運営事業。利用料金の徴収を行う公共施設等について、施設の

所有権を地方公共団体が有したまま、運営権を民間事業者に設定する方

式。 

 運営権者は、原則として利用者から収受する下水道利用料金により事業

を運営。 

 コンセッション方式の活用により、企画調整、維持管理、更新工事等に係

る運営権者のノウハウを有効活用するとともに、資金調達や事業実施に

係るリスクを軽減可能。これによる事業効率化、料金負担抑制、事業の持

続性向上を期待。 

② 下水道におけるコンセッション方式の導入状況 
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③ 国土交通省におけるコンセッション方式導入に対する取組 

（ⅰ）下水道事業における公共施設等運営事業等の実施に関するガイドライン 

 浜松市、須崎市での運営実績の蓄積が進むとともに、宮城県等の事例が増

えたことから、先行事例の掲載を拡充し、より実務的なガイドラインとす

るため、令和３年８月に有識者委員会を設置し検討を実施。令和４年３月

に改訂。 

 本ガイドラインについては、下水道部ホームページで公開しており、コン

セッションの実施を検討する地方公共団体においては参考とされたい。 
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６）民間収益施設併設事業による下水道用地の活用 

 人口減少等により、余剰地が増える見込みであり、施設用地の有効利用に

よる収益確保が重要。 

 民間収益施設併設事業による下水道用地の活用事例は全国で 78 契約。（R
３.４月時点） 

 そのうち約９割以上が再生可能エネルギー事業（バイオガス発電、太陽光

発電）であり、各地方公共団体は収益施設を運営する事業者から賃料収入

等を確保。 

 下水道用地等に係る財産処分は、原則として国の承認（国庫納付）が必要

であるが、柔軟な対応も可能。 
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（３）下水道の適切な維持管理について 
 

１）維持管理事故への対応 

 

①事故発生時の情報連絡 

（ⅰ）事故報告 

下水道維持管理上の事故発生時においては、都道府県・指定都市から地方整

備局建政部等（下水道担当）に速やかに情報連絡されるようお願いする。 

なお、重大な事故や緊急を要する場合は、都道府県・指定都市から本省下

水道企画課管理企画指導室にも併せて直接連絡されるようお願いする。 

 

【情報連絡ルート】 

重大、緊急の場合

市町村

重大、緊急の場合

地方整備局建政部等
（下水道担当）

本省下水道企画課
下水道管理指導室

指定都市

都道府県

 
 

   

  ②事故の再発防止 

  （ⅰ）維持管理事故の発生状況 

    令和4年2月末時点において、人身事故が35件（うち死亡1件、負傷34件）、水

質事故等が36件発生し、令和２年度の同時期に比べて人身事故は6件減、水質

事故等は9件減となっている。人身事故は、「はさまれ・巻き込まれ」、水質事

故は、「下水道施設からの下水等の流出」が最も多くなっている。 

基本的な安全対策についての不注意に起因する事故などが多く、基本事項の

徹底等、事故防止について高い意識を持って維持管理作業に当たることが重要

である。 

 

 発生事故分類別事故件数 

 

 

 

 

 

※ 工事事故、道路陥没事故

の場合の連絡先は下水道

事業課 

管理企画指導室 
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 維持管理事故件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ⅱ）令和３年度の維持管理事故の主な事例 

 処理場の上部利用施設における植栽作業での死亡事故 

【概要】処理場の上部利用施設にて植栽管理作業を行っていた委託先作業員が、

樹脂製のトップライトから直下の最終沈殿池に墜落し、死亡するという事

故が発生した。 

 

 汚水中継ポンプ場における圧送管渠の破損による汚水の溢水 

  【概要】汚水中継ポンプ場内に埋設された圧送管渠の破損により、ポンプ圧送が

できなくなり、汚水が中継ポンプ場で溢れ出す事故が発生した。 

応急対応として、中継ポンプ場に滞留した汚水をバキューム車により近

隣処理場へ流下するマンホールまで運搬するとともに、破損した管渠の部

品交換及び中継ポンプ場の漏水箇所周囲をコンクリートで打設し止水措

置を行った。 

 

（ⅲ）事故情報データベースの公開等 

    下水道維持管理上の事故情報をデータベース化し、国土交通省下水道部ホー

ムページで公開している。併せて、死亡事故などの重大事故に関して、過去に

発出した通知及び手引き・要領等についても公開しているので、事故等を未然

に防止する観点から、本情報の活用をお願いする。 

（http://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/crd_sewerage_tk_000005.html） 

 

２）除害施設に係る課税標準の特例措置（固定資産税）の延長 

 民間事業場等が公共下水道に排除する下水から有害物質等を除去する「除害施

設」の整備の促進を通じて、下水道施設の機能確保、公共用水域の水質保全等

の促進を図るため、当該施設に係る固定資産税の特例措置の適用期限が令和４
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年４月１日から令和６年３月３１日まで２年間延長されたところ。 

 令和３年度までの税制との変更点 

①対象者： 

令和４年４月１日以後、新たに下水道が整備された区域内の工場又は事業場   

において、既に当該区域内で事業を営んでいる者に限定する。（従前は下水道 

整備区域の新規、既設に関係なく、公共下水道を使用する者が除害施設を設 

置する場合、特例措置の対象となる。） 

 

②税率： 

課税標準の軽減率について、５分の４を参酌して 10 分の７以上 10 分の９以 

下の範囲内において市町村の条例で定める割合とする。（従前は４分の３を参 

酌して３分の２以上６分の５以下の範囲内において市町村の条例で定める割 

合とする。） 

 

（参考） 

特例措置の対象装置は、従前と変更なく、沈澱又は浮上装置、油水分離装置、 

汚泥処理装置、濾過装置、中和装置、酸化又は還元装置、凝集沈澱装置、イ 

オン交換装置、生物化学的処理装置、貯溜装置及び輸送装置並びにこれらに 

附属する電動機、ポンプ、配管、計測器その他の附属設備とする。（下水の有 

用成分を回収すること又は下水を工業用水として再利用することを専らその 

目的とするものを除く。） 

 

 各下水道管理者におかれては、除害施設に係る課税標準の特例措置の対象とな

る事業者等に対しては、本税制による除害施設の設置指導は有効であると考え

られるため、積極的に活用いただくよう周知についてご協力をお願いしたい。 

 

 また、本税制特例の対象外の事業者等に対しては、下水道管理者による行政指

導や政府系金融機関や地方公共団体の融資制度等の支援等により除害施設の設

置を強力に促進するようご協力をお願いしたい。 
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